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In JAPAN
2002年度の日本経済は､名目GDPが前年比△0.7％で2年連続のマイナス成長､株価はバブル時の2割に､地価は最高

時の57％にまで下がるなどさらに景気後退・デフレが進行しました。戦後4番目に多い企業倒産を受け､失業率も5.4％と

過去最悪を更新しました。

産業別では､自動車や製造業など好調な海外需要に支えられた輸出産業に比べて､景気の影響を強く受ける国内産

業はまだまだ厳しい状況にあり､私たちの住宅・建設業界でも､前年度に引き続きさらに市場が縮小しました。建設投資

全体では前年度比△7.1％ ､新設住宅着工戸数も114万5,553戸と1983年度以来19年ぶりの低い水準にとどまりました。

3年連続の持ち家減少（前年度比△3.1％／36万5,507戸）に加え､これまで牽引役だった新築マンション分譲（同△11.0％／

19万8,432戸）に陰りが見え始めるなど､個人の住宅取得がさらに減少したのに対し､低金利と地価下落・株安を背景に

アパート等の貸家建築が引き続き増加（同2.8％増／45万4,505戸）しました｡

今後も､短期的な事業環境は総じて厳しいと予想されます。しかし私たちは､この2年間の改善で､このように停滞した

経済下にあっても有利に事業を進め､景気が回復すれば大きな飛躍ができる企業体質を整えました。詳しくは当アニュアル

レポートをご覧下さい。
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（単位：百万円）

2003 2002 2001

売上高 1,184,543 1,197,924 1,016,236

経常利益 41,851 44,635 46,780

特別利益 15,725 1,732 76

特別損失 212,734 36,829 34,061

当期純利益（△純損失） △ 91,388 5,216 6,256

一株当たり当期純利益（△純損失）（円） △ 167.06 9.55 12.05

一株当たり株主資本（円） 884.55 1,066.63 1,182.01

一株当たり配当金（円） 10 10 17

総資産 1,094,441 1,187,127 1,066,457

株主資本 483,684 582,438 613,867

ROEROE（％） △ 18.89 0.85 1.02

株主資本比率（％） 44.19 49.06 57.56
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Consolidated financial highlights
連結財務ハイライト
大和ハウス工業株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間 
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営業活動によるキャッシュフロー

400億円以上

･退職給付に係わる未認識債務904億円を一括処理しました。
･固定資産臨時償却752億円を実施しました。
･株主資本比率は44.2％に低下しましたが､低下幅は4.9％にとどまりました。
･  営業活動によるキャッシュフローは､税金等調整前損失が1,500億円を超えたにも関わらず､400億円以上を計上しました。

 2003年3月期の好調要因

 2003年3月期の下降要因

住宅業界全体
●贈与税非課税枠が3,500万円に拡大し､相続税の最高税率が引き下げられました。
●中古住宅の流通促進を支援する｢既存住宅に係わる性能表示制度｣がスタートしました。

大和ハウスグループ

●経営の効率化と強いグループ体制の確立を目指し､関係会社を再編しました。

●社債を含む借入金依存度が､前期の4.8％から0.6％へ低下しました。

住宅業界全体
●公示地価が12年連続で下落し､下落率も拡大しました。
●新設住宅着工戸数が19年ぶりに115万戸を割り込みました。

大和ハウスグループ
●赤字土地の販売で原価率が悪化し､土地利益率が前期を下回りました。
●一次取得者向け住宅販売は好調でしたが､厳しい市況から建替比率が下がりました。

インタレスト・カバレッジ・レシオ
（金利支払能力率）*

50.1
株主資本比率

44.2%
*営業キャッシュフロー／利払い

 
Group results summary
グループ業績ハイライト
2003年3月31日現在
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1,000,000株以上 423,974 76.99

100,000株以上  70,946 12.88

10,000株以上 19,383 3.52

5,000株以上  7,919 1.44

2,000株以上 14,590 2.65

1,000株以上  11,226 2.04

1,000株未満 2,622 0.48

（単位：千株） (%) （単位：千株） (%)

株式分布状況 

株主名

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 26,070

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 26,047

株式会社三井住友銀行 23,532

株式会社UFJ銀行 23,032

株式会社みずほコーポレート銀行 22,209

日本生命保険相互会社 15,839

中央三井信託銀行株式会社 15,817

第一生命保険相互会社 15,807

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 10,237

大和ハウス工業従業員持株会 9,849

（単位：千株） 

出典：全国証券取引所協会 

外国人持株比率 

国内個人・その他 12.21%

国内法人 64.28%

海外法人・個人 23.51%

アメリカ 
・カナダ

40.0%

アジア
（日本除く） 

5.9%

ヨーロッパ
53.4%

オセアニア 
・その他 

0.7%

全上場企業における株式の外国人保有比率の 

平均値は17.7％ 

 

資本金 

株式の状況 

1,101億2千万円 

会社が発行する株式の総数 

発行済株式の総数 

株主数 
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Investor information
当社株式の情報
2003年3月31日現在
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大和ハウス工業株式会社

 本社所在地
 大阪市北区梅田3-3-5 〒530-8241 TEL: 06-6346-2111（代） FAX: 06-6342-1399（代）

連絡先

 ご質問､または補足情報をご希望の方は下記までご連絡下さい。
 大和ハウス工業株式会社　財務部　財務・資金グループ
 TEL: 06-6342-1400　　FAX: 06-6342-1419　　Ｅメール: konno105@ms.po.daiwahouse.co.jp

大和ハウス工業のホームページ

 最新の会社業績やアニュアルレポートなど､さまざまな情報をインターネットでご案内しています。
 日本語：http://www.daiwahouse.co.jp
 英　語：http://www.daiwahouse.co.jp/tops/top0_english.html

決算期

 毎年3月31日

定時株主総会

 毎年決算期の翌日から3カ月以内

名義書換代理人

 中央三井信託銀行株式会社
 東京都港区芝3-33-1

上場証券取引所

 大阪･東京
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Dear shareholders
株主のみなさまへ
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株主のみなさまへ
2002年度の当グループの業績は､バブル崩壊から続く厳しい事業環境にも関わらず、売上高と営業利益に

ついては､ほぼ期初予定通り1兆1,845億4,300万円（達成率103.0％）、452億7,100万円（同93.3％）を達成しました。

しかし将来の成長を最優先し､今あえて不況の中で､財務面の足場を固める積極的な決断をしたことから､残念ながら

当期利益については目標を達成できませんでした。特別損失を固定資産臨時償却等により2,127億3,400万円

計上し､913億8,800万円の当期純損失となりました。その内訳は､退職給付債務関連904億円､ホテル・ゴルフ場等の

固定資産臨時償却752億円､宅地等の販売用不動産評価損229億円､投資有価証券評価損98億円､大規模開発

事業の貸倒引当金関係74億円､関係会社整理損21億円となっております｡

さらに当期は､効率的なグループ経営を目指し､事業面でも積極的な展開を行いました。グループ中核の

大和ハウス工業において､住宅事業の基本である地域密着の営業体制を強化するため､支店を中心とした経営形態へと

移行したほか､全社をあげて環境保全活動に取り組み､全国13工場でゼロエミッションを達成しました。また前期

からの財務目標の一つ､有利子負債の削減につきましては､単体で借入金520億円を完済し無借金経営を実現致し

ました。このような中､配当金につきましては､昨年度に引き続き1株当たり10円を継続させて頂きます。

私たちは､当期の積極的な決断を節目とし､グループの経営テーマである収益性､誠実な企業運営､業界の

リーダーシップへの挑戦､全てのステークホルダーとの健全な信頼関係を鋭意追求し､グループの業容拡大を

目指してまいります。株主の皆様におかれましては､どうぞ変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

 代表取締役社長
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創業者・代表取締役相談役の石橋信夫が、2003年2月21日逝去しました｡

石橋は､奈良県吉野郡川上村の林業家に生まれ､1955年に大和ハウス工業を

設立しました。木材の代わりに鉄製パイプを使う鋼管構造建築に道を開くと共に､

短工期・コストパフォーマンスの高いプレハブ住宅を開発。日本の高度経済成長を

住宅の供給を通じて支え､日本社会の発展に寄与しました。

また｢建築の工業化｣を理念に､大和ハウスグループを住宅事業から商業建築､

リゾートホテル､ホームセンターまで､住関連分野に広く事業を行う企業グループへと

成長させました。対外的にも､プレハブ住宅を一大産業に育て上げ､プレハブ建築

協会会長､住宅生産団体連合会会長を歴任するなど､業界の発展に貢献しました。

石橋は当グループのリーダーとして､病床の中でも日本経済と事業の発展を願い､

パイオニア精神で｢成長し続ける｣ことを私たちに託しました。2003年3月28日､石橋に

従三位勲一等瑞宝章が授与されました。

In memory of our founder
創業者 石橋信夫を偲んで
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N e v e r  S t o p  G r o w i n g



ネオポリス

総合技術研究所

社章

ミゼットハウス

ダイワロイヤルホテルズ
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3つの信条

｢信頼・挑戦・創造｣を掲げ､

未来へ向かいます。
大和ハウスグループは、日本の住産業の未来を切り開くべく､

ためらうことなく進んでいける体制を整えました。日本の社会・経済は､

大きく変わりつつあります。大量生産・大量消費時代の価値観は

崩れ去り､モノや量ではなく､生活の中で本当に豊かな価値の追求へと

移行しています。

私たちが携わるのは､正にその生活の原点である住まいと暮らし

です。生きた時代の価値観と向かい合い､明晰で自信に満ちた

ビジョンを持って明日の住環境を創造していくこと｡創業以来の

私たちの｢社会的使命｣は､未来に向かっても変わることはありません。

私たちは､自らが生活者としての視点を持ち､全ての人の暮らし

の｢夢｣を尊重する真摯な姿勢を貫き､提供する全ての商品やサービ

スを通じて､社会と人々の暮らしに､より高く普遍的な価値と満足を

創造し続けたいと考えます。

私は､日本の住環境総合事業グループNo. 1を目指し､3つの信条

｢信頼・挑戦・創造｣を掲げ、2005年度連結売上高1兆5,000億円､

2010年度2兆円という目標に向かって進んでまいります｡

Message from the president
トップメッセージ
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社会的使命を胸に､

信頼の絆をつなぎます。

大和ハウスグループが新しい時代を担うために､いま一度､しっかりと胸に抱かなければ

ならない社会的使命があります。

それは､企業自身が誠実さに基づき社会から信頼を得られること､商品やサービスが長期

継続的に高い付加価値を提供できること､そしてお客様と協調してグループ成長の機会が

確保され､成功を継続していけること､だと考えております｡

そのために､私たちは一貫して､バランスシートの強化・透明性の向上という目標を掲げ､

情報開示による信頼構築に向け進んできました。有利子負債の返済・経費の抑制､そして

当期決算での負の遺産の積極的な一括処理は､その目標に基づいたものです。この結果､

私たちは有利子負債・含み損を一掃してなお､44.2％という高い株主資本比率を保持し､

将来に向けて強い経営基盤を築くことができました｡

信頼
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この強いバランスシートに加え､キャッシュフロー重視の経営を継続し､将来への投資を

通じて､末永い株主価値の実現を目指してまいります。そのためにも、不動産価格が下げ

止まらない現状を踏まえ､土地保有リスクの軽減､在庫圧縮のために土地回転率の一層の

向上を図っていきます。戸建住宅用地については年2回転､マンション用地については

年1回転という方針を堅持し､販売用不動産の評価損計上による価格の見直しを通じて､

不動産販売をさらに積極化してまいります｡

借入金依存度が高い建設業界にあって､当グループは確実に有利な財務基盤を構築

できました。これを成長の礎として収益力を高め､長期安定的にグループ価値の向上を

図っていきたいと考えます。
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住産業に､新たな価値を吹き込みます。

大和ハウスグループの事業ポジションは､まず第一に､日本の新設住宅着工戸数全体の3.6％のシェア（戸建・集合

住宅で業界第2位）を占める住宅メーカーであることです。私たちは毎年､フローで約4万戸の住宅・アパート・マンションを

供給し､創業以来これまでのストックは累計107万戸に達します。住宅事業は､グループ売上高比率の66.6％を占める

主要事業です。

ご存じの通り､日本の住宅の実情は“量”の充実に比べ､居住水準・住宅寿命などの“質”では欧米各国に及びません。

また今後､全体的には少子高齢化が進展するものの､人口の多い団塊ジュニア層が住宅取得期にさしかかるなど､フローと

ストック両市場での的確な事業展開が不可欠です。

私たちはフロー市場に対しては､免震システムや外断熱工法などの独自技術で､次代に住み継がれる質の高い住宅を

提供していきます。また地域密着の営業体制で､大和ハウスの拠点数を現在の86ケ所から2005年度には100ケ所にまで

拡大すると共に､7つの販社の成長をサポートしていきます。いま市場が拡大しているアパート経営に対しては､資産価値の
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（万戸） 

フロー市場の将来予測 
（（財）建設経済研究所推計） 

大和ハウス工業のストック戸数（累計）：1,073,985戸 

日本の新設住宅着工戸数の推移（年次ベース） 

当社年間販売実績の 
推移（折線） 

アパート 

マンション 

戸建住宅 

日本の新築住宅フロー市場と大和ハウス工業の年間販売実績・ストック戸数 

挑戦
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住宅水準の国際比較／人口1,000人当たり新設住宅着工戸数 

高い新商品を投入すると共に､アパート管理を担当する関係会社の大和リビングと連携しながら､定期借地権・建物

譲渡特約付借地権などの運用リスクの小さい土地活用提案も積極的に行い､事業の裾野を広げていきます。次にストック

市場に対してはリフォームビジネスを軸に､増改築センターを全支店に広げるなど､100万戸の顧客資産を活かし､新たな

市場育成を図ってまいります。

一方､商業建築事業では､カスタマーソリューション型のビジネスを一層積極的に展開していきます｡特にLOCシステムは､

土地オーナーと出店企業を結ぶアセットマネジメントサービスで､その実績は既に21,000件を超えるなど競争力のある

事業分野です。土地オーナーの収益､出店企業の利益の双方を実現する豊富なノウハウとネットワークが高く評価されている

ことから､今後もこの方針を堅持していきます｡

私は以上のような施策をもって､日本の住産業に新たな価値を吹き込み､新築住宅市場でのシェア10％､そして住環境

総合事業グループNo. 1の早期実現を目指して進んでいきます。
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1戸当たり床面積*（全体／壁芯換算値）（左軸） 

人口1,000人当たり民間住宅投資額（1998年）（右軸） 

住宅水準の国際比較／規模と投資額 

* 調査年：日／’98、米／’99、英／’96、仏／’96、独／’98
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こころの｢夢｣を､暮らしの舞台へ。

私たち大和ハウスグループの最大の資質は､パイオニア精神です。それは､日本にプレハブ住宅産業という新しい領域を

開き､住宅ローンを発案し､観光事業やホームセンター事業へと､常に新しいものを追求してきた歴史からも明らかです。

｢新しさ｣を志す一方､創業以来､住まいと暮らしに関わる事業に定めた軸足は､いささかも揺らぐことはありません。住ま

いは生活の原点であり､暮らしは｢夢｣の舞台だからです。

この21世紀､私たちはその｢夢｣の舞台を演出するテーマとして､福祉・環境・健康・通信の4つに注目しています｡

福祉では､今日の急速な高齢化を予測し､1986年に介護付有料老人ホームを開設したほか､1989年にはシルバーエイジ

研究所を設立。その実績は､老人保健施設やデイサービスセンターなど､700ケ所を超えました。中でもグループホームを

始めとする介護施設は､ハード・ソフト両面で当研究所のノウハウが活かせる有望なマーケットであり､今後の成長が

期待できます。

環境では､大学や異業種とも連携しながら､太陽光発電設備や風力発電施設､産業廃棄物処理や廃材リサイクル等の

施設について研究を重ね､事業化の可能性を追求しています。健康と通信は､生活スタイルに密着した戸建住宅の最も

大切なテーマです。ブロードバンドの急速な普及から､今後は通信・IT技術の住宅への導入が進み､自宅での健康管理

から医療機関と結ぶ在宅診療までさまざまなニーズが予測されます。

これからの高感度成熟社会において､こころの｢夢｣に自信を持って応えていくためには､｢知｣の力を結集しなければ

なりません。そのために私は､社員一人一人が｢知｣への創造を最大限に発揮できる環境や教育・人事制度を整えて

いきたいと考えております。｢知｣は､財務諸表に現われないブランド力・技術力・デザイン力などの無形資産であり､有形

資産と並んでこれからの重要な企業価値の源泉になると確信しているからです｡

こころの｢夢｣を暮らしの舞台へ－－。私は大和ハウスグループを､豊かな｢知｣の企業グループへと導き､お客様の

｢夢｣に正面から向かい合える企業文化を創ってまいります。

創造
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2001年度（前期） 2002年度（当期） 

制度面 

従来の 
価値基準 
から 

新しい 
大和ハウス 
グループへ 

財務面 

事業面 

私たちの主な改善事項 

• 取締役任期 2年→1年 
• 管理職半減 
• リスク管理強化 

• 有利子負債削減801億円 
• 土地再評価差額金599億円計上 
• 販管費削減 

• 住宅事業 累計販売実績100万戸突破 
• プレハブ初の免震システム搭載住宅 
• 外断熱工法の採用 
• 木造住宅をラインナップ 
• ISO 14001取得（工場・購買部門） 
• 7販社設立 

• 退職給付会計の会計処理方法の変更 
• 土地の含み損一掃 
• 単体で無借金経営を実現 
• 厚生年金基金の代行部分返上 
• 関係会社整理損の計上 
• 固定資産臨時償却752億円の実施　など 

• 地域密着の営業・設計・商品開発体制 
• リフォーム・増改築部門の充実 
• 環境自主行動計画策定 
• 全13工場でゼロエミッション達成 

• 事業部制→支店制 
• 支店長（支配人）に年俸制導入 
• 関係会社の整理統合 
• 退職金ポイント制導入 

2003年は､日本の住産業の未来を開く､私たちの新たな挑戦の年になります。

最後になりましたが､コーポレートガバナンスやリスク管理､四半期決算等の情報開示は当然の

こととして取り組み､株主・お客様を始め全てのステークホルダーへの社会的責任を着実に

果たしていきたいと思っております。

皆様､私たちとご一緒に､新しい夢を育てて下さいませんか。

代表取締役社長　樋口武男

 

17

 



私はこの3年間､株主価値の最大化に向け､キャッシュフロー重視の経営視点から財務改革のリーダーシップをとって

きました。現在のように､日本企業の多くが過剰債務を抱え､有利子負債の削減が6年間で13％程度しか進まない停滞した

経済下においては､私たちの強いキャッシュフローをベースにグループ発展の基礎となる確かな財務基盤を築くこと､

それを収益力の向上につなげていくことが最も重要です。

これまでに､累計800億円を超える特別損失の計上や販売用土地の再評価､借入金の返済や経費削減など､多方面から

財務健全化策を実行してまいりました。そして当期､財務改革の節目として積極的に2つの決断と実行を行いました。

一つは､土地利益率が下がる厳しい状況の中､販売用土地・建物の処分を積極化し､計画通り単体で有利子負債を完済

致しました。もうひとつは､不動産・株式・債権の価値をさらに厳しく評価し､将来へのマイナス要因を一掃すると共に､

退職給付会計については、未認識の数理差異の一括償却、割引率の変更等、会計処理方法を変更し、2,100億円の特別

損失の処理を実行致しました。

まだまだ日本経済の停滞は続くと考えられますが､健全性・透明性の高いバランスシートを基盤とし､より一層誠実さを

もってグループの業容を拡大・発展させてまいりたいと存じます。

専務取締役　小川哲司

Report by Executive Managing Director (fi nancial affairs)
財務担当責任者からの報告
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（

当期財務諸表の状況

連結損益計算書 2003            （単位：百万円）

売上高  1,184,543

売上原価  936,860

販管費  202,411

営業利益  45,271

経常利益  41,851

特別損失 

 固定資産臨時償却 75,183

 販売用土地・建物評価損 22,900

 退職給付会計基準変更時差異償却 8,779

 退職給付未認識数理差異一括償却 49,887

 退職給付債務割引率変更
 数理差異一括償却 31,733

 投資有価証券評価損 9,773

 その他の特別損失 14,476

特別損失合計  212,734

税金等調整前当期純損失  △ 155,157

当期純損失  △ 91,388

連結貸借対照表 2003            （単位：百万円）

流動資産  468,295

 棚卸資産 267,198

有形固定資産  349,646

投資その他の資産  268,990

 投資有価証券 49,679

固定資産計  626,145

総資産  1,094,441

流動負債  268,811

固定負債  319,188

 退職給付引当金 136,479

株主資本  483,684

 利益剰余金 289,840

連結キャッシュフロー計算書 2003（単位：百万円）

現金および現金同等物の期首残高 　　 148,519

 税金等調整前当期純損失 △155,157

 退職給付引当金の増加額 85,001

 有形固定資産臨時償却 75,183

 投資有価証券評価損 9,773

 たな卸資産の減少額 32,871

 その他 △7,213

営業活動によるキャッシュフロー  40,459

投資活動によるキャッシュフロー  △27,315

財務活動によるキャッシュフロー  △57,713

現金および現金同等物の期末残高  103,949
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大和ハウス工業　役員および監査役

主な関係会社　社長

代表取締役副社長

�井　貞夫
代表取締役副社長

石橋　民生
代表取締役副社長

船津　光男

専務取締役

西尾　正憲
常務取締役

河原　雄造
常務取締役

小松　公�
常務取締役

大野　直竹

大和工商リース（株）

梶本　六夫
ダイワラクダ工業（株）

伊藤　建史
大和物流（株）

�野　克好
大和リビング（株）

楠　勲
大和情報サービス（株）

榎本　昌譽
（株）ダイワサービス

織田　紀久

Corporate management
当社役員ならびに主要関係会社社長一覧
2003年6月27日現在

代表取締役社長

樋口　武男
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専務取締役

小川　哲司
専務取締役

村上　健治
専務取締役

石橋　卓也

常務取締役

渦居　�司
常務取締役

梶本　武士
常務取締役

東　博司

ロック開発（株）

松尾　茂和
ダイワロイヤル（株）

赤土　勇
大和リゾート（株）

本多　敬一
ロイヤルホームセンター（株）

松岡　淳昭
日本住宅流通（株）

笹井　幹男

取締役

木村　宗光

夏目　剛

村角　忠

大塚　滋雄

西川　修己

西村　達志

常勤監査役

中坊　公平

小林　弘昌

江見　壽彦

武田　英一

監査役

土井　洋
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基本的な考え方

当社は､コーポレートガバナンスを経営上の重要課題と位置付け､株主を始め､顧客､従業員など､ステークホルダーの

信頼を高める観点から､迅速かつ適正な意思決定の強化を図り､効率性と透明性の高い経営体制を確立することを基本

方針としております。

コーポレートガバナンス充実に向けた取り組み

1.  1999年6月に､企業体質の強化ならびに経営の効率化の一環として執行役員制度を導入し､取締役会における迅速な

意思決定を図ると共に､2001年6月には､取締役の任期を1年とし経営責任の明確化を図ってまいりました。

2.  透明かつ公正な企業活動を推進するため､2003年6月に､社外監査役を1名増員し､監査役5名（うち､社外監査役

3名）とし､経営監視機能の強化を図ると共に､客観的な経営に関する助言を受けております。

3.  経営の透明性を高めて信頼性を確保するため､適時かつ迅速な情報開示を行うと共に､その方法および内容の充実を

図るなど､ディスクロージャーの強化に努めております。

4.  コンプライアンスの一環として､企業を取り巻くリスクを事前に回避し､発生したリスクに対して迅速・的確に対応する

ため､2002年4月にリスク管理委員会を設置致しました。併せて全役職員にリスク管理意識を徹底することにより円滑

な事業運営を図ると共に､当社ないし大和ハウスグループの健全な発展を目指しております。

取締役会

副社長

専務取締役

常務取締役

取締役

執行役員

監査役会

社外監査役

執行役員会

経営に関する提言・助言・勧告
取締役会への出席・意見陳述

社 長リスク管理委員会

都市開発・土木事業　　海外事業

ホームセンター事業　　観光事業

●住宅事業　　　●増改築事業　　　　　●集合住宅事業

●流通店舗事業　●鋼管構造・建築事業　　●マンション事業
支
店

4
本
部

営業本部　　　　技術本部

生産購買本部　　管理本部

大和ハウス工業コーポレートガバナンス概略図

Corporate governance
コーポレートガバナンス
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Business
Domain

C o n t e n t s

事業の概要　24

住宅事業　26

商業建築事業　32

観光事業　34

ホームセンター事業　36

その他事業　38

 

23

 



事業の概要

住宅事業

商業建築事業

ホーム
センター
事業

観光事業

その他事業

商業建築事業 

観光事業 

ホームセンター事業 

住宅事業 

グループの

事業領域

その他事業 

住宅事業  66.6%

商業建築事業  20.8%

観光事業  4.4%

ホームセンター事業  4.3%

その他事業  3.9%

事業別売上高 

大和ハウスグループは､住まいから暮らしまで住環境の総合事業を行う
国内外41社の企業グループです。事業領域は5つのセグメントに分かれ、
グループ間の売上高比率は、大和ハウス工業が88.0％を占めています。

Business outline
事業の概要
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売上高構成比で66.6％を占める当グループの主要事業
です。プレハブ・木造住宅の請負建築、分譲住宅・宅地の販売
から、アパート建築、分譲マンション、リフォーム､不動産仲介・
管理まで“住”に関する幅広い事業を行っています。現在までに、
100万戸を超える顧客資産があります｡

建築請負のもうひとつの柱としてビジネスユースの需要を
担い、売上高の20.8％を占めています。郊外型商業施設などを
建設する流通店舗部門､オフィスビル・工場・介護福祉施設等の
一般建築を担当する鋼管構造・建築の2部門があります。

　DIY用品を中心にインテリア・エクステリアから､アウトドア・
レジャー・ペット用品等平均5万アイテムを揃える店舗を全国に
38店経営しています。小売が大半で､住宅メーカーとしての
バックグラウンドを活かしリフォーム分野にも力を入れています｡
売上高構成比で4.3％を占めます。

日本全国に、29のダイワロイヤルホテルズと10のゴルフ場を
経営し、売上高構成比で4.4％を占める事業です｡ホテル部門と
ゴルフ部門の売上高比率は9：1で、日本のホテル業界の中では
リゾートホテルというカテゴリーに属しています。

主にグループ会社が担当する分野です。建築部材の製造・
販売、物流、広告代理店、ESCO事業など法人向けの事業から、
引越、スーパー銭湯、ビジネスホテル、旅行・保険代理店、老人
ホーム運営などのエンドユーザー向けの事業まで、大きく15の分
野でビジネスを行っています｡売上高構成比で3.9％を占めます。

29 10

38全国に38店舗を展開

29のホテルと10のゴルフ場
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新築住宅市場でのシェアNo. 1を目指して
単体で販売戸数40,000戸超（前期比1.7％増）を堅持しました。

2002年度の住宅市場は、新設住宅着工戸数が

全体で前年度比2.4％減となるなど、引き続き低迷した

1年でした。このような状況にも関わらず､私たちの

住宅事業は販売戸数（単体）で1.7％増を達成し、2年

連続で4万戸超、戸建住宅とアパートを合わせたフロー

市場でのシェアは2位を維持しましたが、地価下落や

デフレの影響などから、連結売上高が前期比1.7％減の

7,919億8千万円、営業利益が同8.8％減の391億3,400

万円にとどまりました｡
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戸建住宅部門は、創業以来、プレハブ

住宅のパイオニアとして日本の住まいの

質と量の向上を目指してきた私たちにとって、

主軸となる分野です。新築市場は､持ち家が

前年度比3.1％減（365,507戸）､一戸建分譲

住宅が同2.9％減（115,584戸）と回復せず、

当期の単体売上高は同5.4％減の3,296

億円、戸数ベースで同5.9％減の12,909戸と

なりました。

超低金利や株安を背景に、アパート建築

市場が拡大しています。2002年度の新築

アパート市場は前年度比2.8％増となりま

したが、私たちの集合住宅部門は、単体で

それを上回る販売戸数8.8％増の24,392戸、

売上高7.5％増の2,080億円を達成しました。

確かな土地活用ノウハウと、施工から管理

までの一貫したサポート体制が高く評価

され、累計実績は57万戸を超えました。

地価下落とデフレの影響により､分譲

マンション価格が年収の5.22倍（首都圏）

にまで下がり、買いやすくなった都心立地の

物件に人気が集まっています。2002年度は

4年ぶりに新規着工数がマイナス成長と

なり、私たちのマンション部門の販売戸数も、

連結ベースで7.0％減の4,253戸、単体では

11.4％減の3,669戸となりました。ライフ

スタイルや家族数の変化、働き方の多様化

により、新しい需要層の拡大が予測され、

従来の価値観を超える物件の供給を進めて

います。

 

27

 



　 戸建住宅　日本全国に、累計46万戸の顧客資産を誇ります。

日本では伝統的な木造軸組住宅を中心に、年間約50万戸の戸建住宅が新築されています。

それに匹敵する46万戸の顧客資産と､大規模宅地開発（ネオポリス）を通して培った宅地造成・

街づくりのノウハウが私たちの事業力の大きな源泉です。

フロー市場での私たちのポジションは常に上位にありますが、マーケットに占めるシェアは

2.7％しかないのが現実です。そのため、成熟市場ではありますが、まだまだシェア拡大が可能な

マーケットです。私たちは住宅事業全体のシェアを10％に引き上げること、そして、新築戸建

住宅市場のNo. 1を実現することを具体的な目標としています。

戸建住宅はその国の気候風土を映すと言われています。地震が多く高温多湿の日本では、

特に耐震性と耐久性が重要です。昨年度、プレハブ初となる免震住宅を発売しましたが、さらに

そのコストダウンを進め、市場への普及をさせていきます。また､耐久性を高めた外断熱工法の

採用や、地域特有の気象条件・暮らし方等に配慮した地域限定商品も発売致しました。

また、安全・健康への配慮として、住宅侵入盗が社会問題化し住まいの防犯対策へのニーズ

が高まっていることから、防犯用の複層ガラス等の採用で、住まいの防犯性能を向上させました。

健康面でのシックハウス対策としては、基本的に有害な物質を含まない建材を使用しています。

商品面での施策に加えて重要なファクターとなるのが、サービス面の充実です。40年*にわたる

長期保証システム、お客様相談センターによる定期点検、増改築センターによるリフォーム提案

などを強化し、顧客リレーションの積極的な推進で、事業価値の向上を図ってまいります。

*2003年5月より、鉄骨系住宅に加え、在来工法の木造住宅にも適用しました。
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戸建住宅／着工数と販売・累積戸数の推移 

大和ハウス工業（単体）　2.7% 

大手住宅メーカー 上位5社　15.1% 

その他　84.9% 

 
注記： 1. 大和ハウス工業および上位5社出典 
　　　　　　「住宅産業白書」（株）矢野経済研究所 

2. 全戸建住宅戸数出典 
　　　　　　「建築着工統計調査」国土交通省 

日本の戸建住宅市場（2001年度） 

483,677 戸 

戸建住宅の受注・販売戸数、売上高の推移（大和ハウス工業単体）

 2003 2002 2001 2000 1999

受注戸数（戸） 12,895 13,332 12,577 14,345 14,213

販売戸数（戸） 12,909 13,725 13,705 14,234 14,362

売上高（10億円） ¥329 ¥348 ¥343 ¥350 ¥330

Housing
住宅事業
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　 集合住宅　
日本人のライフスタイルの変化を背景に、低金利時代の資産運用として、アパート経営が注目

され市場が拡大しています。集合住宅販売に強い基盤を確立した私たちの販売戸数は、単体で

前期比8.8％増の24,392戸、売上高が7.5％増の2,080億円となり、引き続き業績が拡大しました。

私たちは、事業計画からプラン設計・施工・入居者募集・修繕・維持管理まで、グループの

総合力を活かした一貫した経営サポートを行っています。まず商品面では、多様化する入居者の

志向に応え、地域の特性に配慮した新商品を発売しました。営業面においても、地域密着を

進めると共に、土地オーナーの負担をより軽減する建物譲渡特約付借地権を利用したアパート

経営を積極的に提案し、1,100棟に上る累計実績を上げました。

入居者募集や管理・維持修繕などのアフターサービスの分野でも、グループ会社の大和

リビングと共に、最長40年の長期施設診断・保証、24時間の入居者対応、さらに資産運用

コンサルティングまで、長期にわたる総合的なオーナーサポートを推進しました｡この結果、

大和リビングの管理戸数は16.8％増の66,934戸と大幅に伸びました。これからも、当グループの

強みである総合的な事業力、幅広いサービスを提供できるネットワーク力を一層高め、広がる

市場に向け業績の拡大を目指していきます。
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（千戸） （1999＝100） 

アパート／着工数と販売・累積戸数の推移 日本のアパート市場（2001年度） 

464,044 戸 

大和ハウス工業（単体）　3.3% 

大手住宅メーカー 上位5社　19.6% 

その他　80.4% 

 
注記：1. 大和ハウス工業および上位5社出典 
　　　　　　「住宅産業白書」（株）矢野経済研究所 

2. 全アパート戸数出典 
　　　　　　「建築着工統計調査」国土交通省 

 2003 2002 2001 2000 1999

受注戸数（戸） 25,140 23,222 19,835 21,366 23,584

販売戸数（戸） 24,392 22,416 20,490 22,031 22,754

売上高（10億円） ¥208 ¥193 ¥176 ¥186 ¥186

アパートの受注・販売戸数、売上高の推移（大和ハウス工業単体）

単体で販売戸数8.8％増（24,392戸）、

売上高7.5％増（2,080億円）へ業績が拡大しました。
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　 分譲マンション

日本では都市部の地価が下がり、新規マンション分譲の都市集中が続いています。新築マン

ション市場は、都心立地の大型・超高層物件に人気が集まる一方、地方圏や郊外型マンションは

ふるわず、4年ぶりのマイナス成長となりました。単体の分譲マンション販売は当期、戸数にして

前期比11.4％減の3,669戸となりました。

日本のマンションの過半数が首都圏に集中しているのに対し、私たちが販売するマンションは

全国に広がっています。当期､首都圏では、単身者・シニア世代､SOHO、投資用などの新しい

需要が生まれている床面積30～50m2の都市型コンパクトマンションに注力しました。地方

都市においては、地域のニーズを踏まえた良質なマンションの分譲を進めました。また、商品面

での統一ブランドDシリーズを強化し、立地とスケールによる4つのグループで、性能基準等の

統一・強化を図りました。中でも、構造体と内装を別設計とするスケルトン・インフィル（SI）設計を

全国で積極的に採用しました。またマンション管理は、日々の暮らしのサポートと、資産価値の

維持向上という二つの面から非常に重要です。その全てを担当するグループ会社のダイワサー

ビスでは､24時間戸別管理システムや、40年の長期修繕計画の提案などを充実させ、管理戸数

6.0％増の36,207戸となりました。
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販売戸数は11.4％減（単体／3,669戸）、

しかしグループ全体での管理戸数は

6.0％増加（36,207戸）しました。

マンションの受注・販売戸数の推移（大和ハウス工業単体）

 2003 2002 2001 2000 1999

受注戸数（戸） 3,333 3,864 1,409 620 560

販売戸数（戸） 3,669 4,143 1,009 429 522

Housing
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新たに広がる成長市場分野へも。
新築住宅のフロー市場が成熟し、それに密着するリフォームと仲介の

市場が広がっています。

リフォーム事業
  107万戸の顧客資産を拡大への基盤に。

2002年に7兆3,684億円だったリフォーム市場は、2005年には8兆800億円､2010年には

9兆3,500億円にまで拡大すると予測されています。総世帯数を超える5,025万戸もの

住宅ストックがある日本にとっては、その有効利用がますます重要な時代となりました。

私たちは100万戸を超える顧客資産がありますが､2000年10月にリフォームを専門に

担当する事業部を新設。拠点・人員の拡充を進めて事業を拡大しています。2001年4月比で

約2倍に人員を増やし、国内のほぼ全てをカバーする69ケ所の拠点網を整備し、一人一人

の顧客に最適な提案ができる体制を整えた結果、当期売上高は前期の1.7倍（169億円）*

となりました （*大和ハウス工業・増改築センター実績）。

仲介事業
グループネットワークを活かして。

新築住宅の長寿命化や優良中古マンション制度など、中古住宅市場の価値観が多様化・

拡大しています。仲介事業は、住環境総合事業グループである私たちにとって、グループ

の信頼力、全国に広がるネットワーク力、スピードが活かせる魅力的な事業領域です。当期は、

大和住宅流通、ダイワ日住販売を日本住宅流通に統合するなど経営の効率化と事業拡大に

向けての基盤整備を進めました。
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2002年度の建設投資は60兆円を割り込みピーク

時の67.3％にまで落ち込みました。中でも政府建設

投資は、前年度比10.2％も減少し、比較的官公庁からの

受注が多い建設会社の業績に大きく影響しました。

一方、民需が大半を占める私たちは、郊外型複合・

大型商業施設やロードサイド店舗、商業ビル等を

建設するLOCシステムの実績が21,000件を超えるなど、

当期単体で4.5％の受注増（2,250億円）を達成しました。

しかし残念ながら、連結売上高は前期比4.9％減の

2,480億1,300万円、営業利益は同3.9％減の176億

3,100万円にとどまりました。
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土地オーナー顧客は20,000名を超えました。
LOCシステムの建築実績が21,000件を超え、受注は単体で4.5％増（2,250億円）となりました。
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流通店舗部門のLOCシステムは、土地オーナーと出店希望企業をビジネス建築で結び、市場

調査・企画立案・各種許認可から、設計・施工・管理運営までを総合的に行う土地活用コンサル

ティングです。立地条件や市場調査分析に基づいて、大型の商業施設からロードサイド店舗、

ショールームやアミューズメント施設まで幅広くコーディネートし、土地オーナー顧客は約2万名、

出店企業は3,140社に上ります。また、全国に広がる土地オーナー会の会員数は4,300名を数え、

出店希望企業も約36,000社に達するなど、ますます事業が広がっています。当期は大型商業

施設として、首都圏近郊の「湘南モールフィル」や、沖縄県初のアウトレットモール「あしびなー」

などを開発しました。

一方、工場やオフィスビル、物流センターなど、広くビジネスニーズの建築を行う鋼管構造・

建築部門は、HACCP対応の食品工場や病・医院など特殊な設計配慮を要する建築でも多くの

実績を上げています。また高齢化により急増する医療・介護関連施設については、シルバー

エイジ研究所がこれまでに700件を超える実績を上げ、市場のリーダーシップを担っています。
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グループホーム、 
デイサービス施設  39% 

老人保健施設、 
特別養護老人ホーム、 
ケアハウス  12% 

有料老人ホーム等  14% 

病院・診療所  35%

シルバーエイジ研究所実績内訳 

（2003年3月末現在） 

716件 

　 流通店舗

　 鋼管構造・建築
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日本のホテル業界は、新規開業が増える一方

旅館・老舗ホテルの廃業が続きました。当期は

ホテル部門の宿泊者数が前期比13.9％増（270万人）、

客室稼働率が同5.5％ポイント増（45.3％）となり、

またゴルフ部門でも利用者数が2.9％増（36万7,237人）

となるなど、前期に引き続き業績が拡大しました。

この結果、全体として売上高が7.0％増の519億300万円、

営業損失も8.9％改善の39億6,800万円となりました。

全国に広がる29のダイワロイヤルホテルズ
宿泊者数が13.9％増加（270万人）し、売上高7.0％増（519億300万円）となりました。

Resort hotels
観光事業
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ホテル部門では個性化をテーマに、宿泊・飲食・宴会ともホテル独自の企画に注力しました。

宿泊部門では、インターネットを利用した予約システムの充実と海外からの積極的な集客拡大を

図り、外国人宿泊者数が全体の6.5％・約18万人に達しました｡また、リゾートウェディングが

好調なため、当期もチャペルの新設を進め、婚礼関連の利用者数が前期比16.1％増の20万

7,222人と高い伸びとなりました。

チャペルの設置率は当期末で82.8％（24ホテル）となり、今後も各種婚礼関連の催しに力を

入れていきます。一方、物販では日本の慣習であるおせち料理を宅配するサービスが好調で、

各ホテルから郷土色豊かな約18,000セット（前期比40％増）の販売などを行いました。

ゴルフ部門では、インターネットでの予約システムを充実させ、プレーの曜日・時間帯別利用

料金制度を新たに導入するなど、各ゴルフ場独自の企画を充実させました。この結果、ゴルフ場

利用者数は2.9％伸び36万7,237人となりましたが、一人当たり利用単価が前期比8.4％減の

12,387円となったことから、売上高は同5.4％減の47億2,700万円にとどまりました。
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全国に38のロイヤルホームセンターを経営
来店者数21.1％増（2,043万人）で、売上高が14.7％増（521億5,900万円）となりました。
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※前期の事業区分の変更に伴い、一昨年度まで 

「その他事業」に属していた「ホームセンター 

事業」を独立して表記しております。 
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日本のホームセンター業界は流通業の中でも成長

分野で、2002暦年の市場規模は前年比1.5％増・3兆

8,630億円となり、過去最高を記録しました｡私たちは

当期、4店の新規オープン、不採算の既存店舗2店の閉

鎖で、より効率的な店舗運営を目指しました。店舗面積

は13.7％増（16万6,239m2）、年間来店者数は21.1％増

え、初めて2千万人を突破しました。その結果、売上高

が前期比14.7％増（521億5,900万円）の大幅な伸びと

なり、営業利益も同1.4％増の3億500万円に達しました。

Home center business
ホームセンター事業
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取扱商品は、インテリア・エクステリア用品から、ガーデニング・アウトドア・ペット・レジャー・

日用品まで幅広く、さらに、エコマーク認定など環境に配慮した商品や自社企画商品も多く取り

揃え、日本のホームセンターの平均取扱点数約31,000点を大きく上回る50,000アイテム（1店舗

平均）に上ります。またDIYにも力を入れ、一般ユーザーはもちろん、プロ向けの資材・工具までの

豊富な品揃えで、大工等、建築施工業者の利用が多いのも特徴です。

当期はそれに加え、拡大するリフォーム市場に対応して、住設機器の展示販売と､建築・イン

テリア・造園等の専門家による増改築相談を強化しました。新規オープンの千葉北店では首都圏

最大級の広さを活かし、室内のリフォーム事例や、外構・エクステリア提案、バリアフリー仕様

などの豊富な実例と、設備資材のショールームを併設したリフォーム館を設置しました。

今後も、全国チェーンでのスケールメリットを活かした品揃えと、地域のニーズに密着した

店舗運営の両立を差別化のポイントに、2005年度50店舗体制に向け事業を拡大していきます。

インテリア、家具、 
家電、日用雑貨  37% 

DIY関連商品  22% 

ガーデニング用品  16% 

ペット用品、スポーツ・ 
レジャー用品  15% 

その他  10%

ロイヤルホームセンターの売上構成比 

物販  96.7%

リフォーム  3.3%

（2002年度） 
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・人材派遣 

・広告代理店 

・ソフトウェア開発 

・ビジネスホテル 

・駐車場 

・引越 

・スーパー銭湯 

・旅行代理店 

・保険代理店 

・老人ホーム 

・書店 

 資材・ 
設備生産 

運送 
コンベンション 
センター 

ESCO事業 

15のビジネスカテゴリー
売上高8.8％増（971億1,600万円）、営業利益2.1％増（25億7,300万円）となりました。

2002年度は、家計の中に占めるサービス支出の増加率が財（商品）の5.3倍に達し、また財の中でも生活の個性化や充実につながる教養・娯楽・

通信関係への出費が多くなりました。これらは、当セグメントとの関係が深く、売上高は前期比8.8％増の971億1,600万円、営業利益は同2.1％

増の25億7,300万円に達しました。

中でも、建築部材の製造と家具販売を行うダイワラクダ工業は、オリジナルのカーテンや折戸･バルコニー等のインテリア・エクステリア商品に

注力し、売上高が前期比3.9％増の382億3,200万円、営業利益が同1.6％増の8億8,000万円となりました｡また物流事業を行う大和物流では、

一層の経営効率化を目指し、一時集積倉庫の統廃合や配送センターの再配置などを行い､売上高が前期比6.7％増の230億7,800万円、営業

利益が同2.6％増の10億8,900万円と、低迷する運輸業界の中でも業績を拡大させました。さらに、身近な娯楽施設として注目を集めるスーパー

銭湯を運営するやまとの湯では、当期4店舗をオープンし、業界最多の直営13店舗となりました。一店舗平均の来場者数は約37,000人／月と、

開業以来増加を続けています。
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主なグループ会社

大和ハウス工業（株）
大阪市北区梅田3-3-5　〒530-8241
TEL: 06-6346-2111
URL: www.daiwahouse.co.jp

大和物流（株）
運輸／倉庫・保管

大阪市西区阿波座1-5-16　〒550-0011
TEL: 06-4968-6355
URL: www.daiwabutsuryu.co.jp 

大和情報サービス（株）
土地活用／商業施設管理・運営

東京都台東区上野7-14-4　〒110-0005
TEL: 03-5828-8891
URL: www.dis-net.jp

ロック開発（株）
ショッピングセンター開発・運営

東京都台東区上野7-14-4　〒110-0005
TEL: 03-5828-5501
URL: www.loc-kaihatsu.co.jp

大和工商リース（株）
建物・自動車リース

大阪市中央区本町橋5-20　〒540-0029
TEL: 06-6942-8011
URL: www.daiwakosho.co.jp

大和リビング（株）
賃貸住宅の管理・運営

東京都千代田区飯田橋3-13-1　〒102-0072
TEL: 03-5214-2330
URL: www.daiwaliving.co.jp

日本住宅流通（株）
仲介・管理・代理／鑑定／リフォーム

大阪市北区梅田1-1-3-800　〒530-0001
TEL: 06-6344-6356
URL: www.jyutaku.co.jp

ロイヤルホームセンター（株）
DIY／ガーデニング／インテリア

大阪市北区梅田3-3-5　〒530-0001
TEL: 06-6342-1676
URL: www.royal-hc.co.jp

ダイワラクダ工業（株）
住設機器／家具／保険代理店

大阪市西区阿波座1-5-16　〒550-0011
TEL: 06-6536-6111
URL: www.daiwarakuda.co.jp

（株）ダイワサービス
ビル・マンション管理／人材派遣／引越

大阪市西区阿波座1-5-16　〒550-0011
TEL: 06-6536-6270
URL: www.daiwaservice.co.jp

ダイワロイヤル（株）
商業施設賃貸／ロイネットホテル

東京都台東区上野7-14-4　〒110-0005
TEL: 03-3844-8357
URL: www.daiwaroyal.com

大和リゾート（株）
ホテル・ゴルフ場運営・管理

大阪市北区梅田3-3-5　〒530-0001
TEL: 06-6342-1731
URL: www.daiwaresort.co.jp

住宅販社

ダイワハウス北日本 ダイワハウス関東 ダイワハウス中部 ダイワハウス北信越
ダイワハウス関西 ダイワハウス中四国 ダイワハウス九州

その他各社

伸和エージェンシー（広告・旅行代理店） ダイワテクニカ（住設機器の製造・販売）
ニック（インテリアドア製造） 大和エネルギー（省エネルギー支援）
メディアテック（情報システム） 寿恵会（老人ホーム運営）
奈良エース（ゴルフ場経営） テック・アールアンドディス（市場調査）
シンクローラー（住宅部材製造） 大和エステート（不動産仲介）
グリーンファーム開発（トマト販売）

海外の関係会社

上海哈比房屋装飾有限公司（住宅内装設計・工事） 大和事務処理中心（大連）有限公司（事務処理代行）
上海国際房産有限公司（賃貸住宅の経営） 北京東苑公寓有限公司（賃貸住宅の経営）
大連槐城別墅有限公司（賃貸住宅の経営） 大連付家庄国際村有限公司（賃貸住宅の経営）
天津九河国際村有限公司（賃貸住宅の経営） 大連民航大厦有限公司（大連ロイヤルホテルの運営）
ベンチマークテック・コーポレーション（会議場運営）

 

39

 



目標を策定し､環境経営に取り組んでいます。
大和ハウス工業は､2000年度から2004年度（廃棄物の最終処分量削減目標のみ2005年度）までの5カ年の環境自主行動計画を

策定し、環境負荷の削減に取り組んでまいりました。

2001年4月の大和団地との合併により、2001年度をベンチマークとし目標を見直した「新3カ年計画」を策定し、より一層の

環境負荷低減に取り組んでいます。
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注記:  1. 2000年度の数値は、大和ハウス工業単体（大和団地を除く）のものです。
 2. グラフの中の※1、※2、※3は、売上高1百万円（大和ハウス工業単体）当たり換算値を表しています。
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Environmental measures
環境への取り組み
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日本の住まいの、いまと明日を見据えて研究を行っています。
日本列島は4つのプレートに囲まれ、僅か37万7,800km2の国土に約2,000もの活断層を抱える地震国です。近年も1995年の兵庫県南部地震

をはじめ、鳥取県西部地震（2000年）、宮城県沖の地震（2003年）などマグニチュード7以上の地震が起こっており､生命の安全・財産の保全と

いう面から、建築物の耐震化・免震化は避けては通れないテーマです。

また、強い風雨を伴う台風の通り道である日本にとって、建築物の耐風性と気密・水密性はもうひとつの重要なテーマです｡私たちは、総合

技術研究所を中心に、自然の力に正面から向き合える構造や性能の向上に取り組んでいます。さまざまな気象条件を再現できる実大の熱環境

試験室や、地盤・材料・構造強度、光・熱・音環境の試験設備などで性能確認を行うと共に、実際に実験用住宅を建設し、商品・技術の検証と

改善改良を行っています。

室内空間についても、健康配慮や加齢・家族変化等によるプラン・設備のあり方について研究を行い、さらに環境共生や新エネルギー、

IT技術を応用した次世代住宅まで、いまと明日の住まいについて総合的に研究を行っています。
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Research and Development
研究・開発について

41

 



大和リゾート（株）は、ロイトン札幌、山中湖畔 富士山ロイヤルコテージも運営
しています。また、ソウル（韓国）（地図上の　印）にも支店があります。

本社

東京支社

支店 ： 84

工場 ： 13

（以上、大和ハウス工業の事業所）

 

ダイワロイヤルホテルズ ： 29

ロイヤルホームセンター ： 39

 

海外の子会社および関連会社数 ： 9

グループネットワーク
2003年6月1日現在
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Group network
グループネットワーク
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The history of the Daiwa House group
グループの歴史

大和ハウス工業（株）を設立し、創業商品「パイプハウス」を発売

日本初の鋼管構造建築として日本軽量鉄骨協会より構造認定書を取得

大和工商（株）※1、大和梱包（株）※2を設立

｢ミゼットハウス」を発売

大和団地（株）（2001年4月大和ハウス工業と合併）を設立

大阪・東京証券取引所（現第一部）、名古屋証券取引所市場に株式上場

奈良工場（初のプレハブ住宅専門工場）を新設

ダイワ住宅機器（株）※3を設立

能登ロイヤルホテルをオープンし、ホテル経営を開始

（株）転宅便※4を設立

ロイヤルホームセンター第１号店を奈良市にオープン

上海市、大連市他で住宅等を建設し、中国事業を本格化

大和情報サービス（株）を設立

大和リビング（株）を設立

関西文化学術研究都市内に総合技術研究所を開設

大和ハウス工業（株）と大和団地（株）が合併

 

現社名
※1 大和工商リース（株）　※2 大和物流（株）
※3 ダイワラクダ工業（株）　※4 （株）ダイワサービス

1955年

1957年

1959年

1961年

1965年

1971年

1978年

1979年

1980年

1983年

1986年

1989年

1994年

2001年

創 業

資 本 金

社 員 数

本 社

東 京 支 社

支 店

工 場

研 究 所

研修センター

1955年4月5日（設立 1947年3月4日）
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11,750名

大阪市北区梅田3-3-5　〒530-8241

TEL： 06-6346-2111（代表）

東京都千代田区飯田橋3-13-1　〒102-8112　

TEL： 03-5214-2111（代表）
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全国13ケ所

総合技術研究所（奈良市）

大阪・東京・奈良　

（2003年4月1日現在）
 

Corporate data
大和ハウス工業株式会社コーポレートデータ

44



45

（単位：百万円）

2003 2002 2001 2000 1999

売上高 ¥1,184,543 ¥1,197,924 ¥1,016,236 ¥951,072 ¥896,005

売上原価 936,860 945,473 794,170 736,309 691,317

販売費及び一般管理費 202,411 206,419 177,776 167,266 164,472

営業利益 45,271 46,031 44,289 47,497 40,215

経常利益 41,851 44,635 46,780 49,032 41,333

当期純利益（△純損失） △ 91,388 5,216 6,256 17,450 16,699

1 株当たり情報（単位：円）

　当期純利益（△純損失） △ 167.06 9.55 12.05 33.52 31.88

　希薄化後当期純利益 33.50

　株主資本 884.55 1,066.63 1,182.01 1,188.63 1,151.12

有形固定資産 349,646 426,630 383,853 376,488 365,502

総資産 1,094,441 1,187,127 1,066,457 981,893 950,701

株主資本 483,684 582,438 613,867 617,421 603,060

ROE（%） △ 18.89 0.85 1.02 2.86 2.79

大和ハウス工業株式会社及び連結子会社
3月31日に終了した1年間

Financial section
5年間の要約財務データ

C o n t e n t s
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（単位：百万円）

科　　　　　目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）

増減

（資産の部）

流 動 資 産 468,295 542,814 △ 74,519

現 金 預 金 104,083 150,118 △ 46,035

受 取 手 形 ・ 完 成 工 事
未 収 入 金 及 び 売 掛 金

62,922 65,875 △ 2,952

有 価 証 券 201 179 22

未 成 工 事 支 出 金 28,745 21,428 7,317

販 売 用 土 地 建 物 220,751 259,844 △ 39,093

そ の 他 た な 卸 資 産 17,701 17,150 551

繰 延 税 金 資 産 22,105 10,884 11,221

そ の 他 13,755 19,098 △ 5,343

貸 倒 引 当 金 △ 1,971 △ 1,765 △ 206

固 定 資 産 626,145 644,312 △ 18,166

有形固定資産 349,646 426,630 △ 76,984

建 物 ・ 構 築 物 121,691 198,201 △ 76,510

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 9,058 11,167 △ 2,109

工 具 器 具 ・ 備 品 5,579 7,166 △ 1,587

土 地 212,311 208,810 3,500

建 設 仮 勘 定 1,004 1,283 △ 278

無形固定資産 7,509 7,488 21

投資その他の資産 268,990 210,194 58,796

投 資 有 価 証 券 49,679 60,898 △ 11,218

長 期 貸 付 金 5,877 10,943 △ 5,066

繰 延 税 金 資 産 100,122 28,444 71,678

土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 資 産

41,211 43,134 △ 1,923

そ の 他 81,434 71,755 9,679

貸 倒 引 当 金 △ 9,336 △ 4,983 △ 4,352

資　産　合　計 1,094,441 1,187,127 △ 92,685

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結貸借対照表
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（単位：百万円）

科　　　　　目 当期
（平成15年3月31日現在）

前期
（平成14年3月31日現在）

増減

（負債の部）
流 動 負 債 268,811 344,725 △ 75,914

支払手形・工事未払金及び買掛金 116,902 174,773 △ 57,871
短 期 借 入 金 2,800 54,000 △ 51,200

一 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

－ 1,000 △ 1,000

未 払 金 58,638 35,481 23,156
未 払 法 人 税 等 8,419 2,378 6,041
未 成 工 事 受 入 金 38,443 33,905 4,537
賞 与 引 当 金 9,768 10,098 △ 330
完 成 工 事 補 償 引 当 金 4,180 3,464 716
そ の 他 29,657 29,622 35

固 定 負 債 319,188 236,048 83,140
社 債 2,000 2,000 －
長 期 借 入 金 1,237 － 1,237
会 員 預 り 金 64,243 67,721 △ 3,478
退 職 給 付 引 当 金 136,479 51,223 85,255
そ の 他 115,228 115,103 125

（負債合計） 588,000 580,773 7,226
（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 22,756 23,915 △ 1,158
（資本の部）

資 本 金 － 110,120 △ 110,120
資 本 準 備 金 － 147,755 △ 147,755
連 結 剰 余 金 － 387,590 △ 387,590
土 地 再 評 価 差 額 金 － △ 59,909 59,909
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 － 1,357 △ 1,357
為 替 換 算 調 整 勘 定 － △ 808 808
自 己 株 式 － △ 42 42
子会社が所有する親会社株式 － △ 3,625 3,625

（資本合計） － 582,438 △ 582,438
資 本 金 110,120 － 110,120
資 本 剰 余 金 147,755 － 147,755
利 益 剰 余 金 289,840 － 289,840
土 地 再 評 価 差 額 金 △ 60,408 － △ 60,408
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 776 － 776
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 881 － △ 881
自 己 株 式 △ 3,517 － △ 3,517

（資本合計） 483,684 － 483,684
負債、少数株主持分及び資本合計 1,094,441 1,187,127 △ 92,685
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（単位：百万円）

科　　　　　目
当期

（平成14年 4月 1日～
平成15年 3月 31日）

前期
（平成13年 4月 1日～
平成14年 3月 31日）

増減（△）

売 上 高 1,184,543 1,197,924 △ 13,381

売 上 原 価 936,860 945,473 △ 8,613

売 上 総 利 益 247,683 252,450 △ 4,767

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 202,411 206,419 △ 4,008

営 業 利 益 45,271 46,031 △ 759

営 業 外 収 益 5,524 6,991 △ 1,466

受 取 利 息 配 当 金 546 568 △ 22

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 277 1,051 △ 774

そ の 他 営 業 外 収 益 4,700 5,370 △ 670

営 業 外 費 用 8,945 8,387 557

支 払 利 息 722 1,348 △ 625

そ の 他 営 業 外 費 用 8,222 7,039 1,183

経 常 利 益 41,851 44,635 △ 2,783

特 別 利 益 15,725 1,732 13,993

特 別 損 失 212,734 36,829 175,904

税金等調整前当期純利益（△純損失） △ 155,157 9,538 △ 164,695

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,792 8,633 9,158

法 人 税 等 調 整 額 △ 81,370 △ 4,913 △ 76,457

少 数 株 主 利 益（ △ 損 失 ） △ 191 600 △ 792

当 期 純 利 益（ △ 純 損 失 ） △ 91,388 5,216 △ 96,604

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結損益計算書
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（単位：百万円）

科　　　　　目
当期

（平成14年 4月 1日～
平成15年 3月 31日）

前期
（平成13年 4月 1日～
平成14年 3月 31日）

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ― 387,594

連 結 剰 余 金 増 加 高

合 併 に 伴 う 増 加 高 ― ― 3,663 3,663

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金 ― 8,828

役 員 賞 与 ― ― 54 8,883

当 期 純 利 益 ― 5,216

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ― 387,590

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 準 備 金 期 首 残 高 147,755 147,755 ― ―

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 147,755 ―

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 387,590 387,590 ― ―

利 益 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 損 失 91,388 ―

配 当 金 5,460 ―

役 員 賞 与 18 ―

土地再評価差額金取崩額 883 97,750 ― ―

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 289,840 ―

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結剰余金計算書
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（単位：百万円）

科　　　　　目
当期

（平成14年 4月 1日～
平成15年 3月 31日）

前期
（平成13年 4月 1日～
平成14年 3月 31日）

増　減

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△純損失） △ 155,157 9,538 △ 164,695
減価償却費 21,386 20,882 503
退職給付引当金の増加額 85,001 17,052 67,948
受取利息及び受取配当金 △ 546 △ 568 22
支払利息 722 1,348 △ 625
持分法による投資利益 △ 277 △ 1,051 774
有形固定資産除売却損 3,712 1,734 1,978
有形固定資産臨時償却 75,183 ― 75,183
投資有価証券評価損 9,773 16,956 △ 7,183
ゴルフ会員権評価損 146 410 △ 264
売上債権の減少額 3,570 3,942 △ 371
たな卸資産の減少額 32,871 48,909 △ 16,037
未成工事受入金の増減額 4,259 △ 508 4,768
仕入債務の減少額 △ 31,453 △ 3,797 △ 27,655
その他 △ 2,752 △ 2,969 217
　小　計 46,441 111,878 △ 65,436
利息及び配当金の受取額 1,055 572 483
利息の支払額 △ 808 △ 1,193 385
法人税等の支払額 △ 6,229 △ 24,235 18,006

営業活動によるキャッシュ・フロー 40,459 87,020 △ 46,561
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産・無形固定資産の取得による支出 △ 26,464 △ 30,404 3,940
有形固定資産の売却による収入 1,243 379 864
投資有価証券の取得による支出 △ 5,543 △ 5,753 210
投資有価証券の売却による収入 2,813 422 2,391
新規連結子会社の取得による収入 1,488 ― 1,488
敷金・保証金の増加額 △ 5,414 △ 2,768 △ 2,646
その他 4,559 1,896 2,663

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 27,315 △ 36,228 8,913
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の減少額 △ 52,005 △ 80,060 28,055
長期借入金の増減額 237 △ 58 295
社債の発行による収入 ― 2,000 △ 2,000
社債の償還による支出 ― △ 2,005 2,005
自己株式の買取と売却による収支差額 △ 200 △ 43 △ 157
親会社による配当金の支払額 △ 5,460 △ 8,828 3,368
少数株主への配当金の支払額 △ 284 △ 272 △ 12
合併交付金の支払額 ― △ 267 267

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 57,713 △ 89,534 31,821
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―
Ⅴ現金及び現金同等物の減少額 △ 44,569 △ 38,742 △ 5,826
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 148,519 173,200 △ 24,680
Ⅶ合併に伴う現金及び現金同等物の影響額 ― 14,062 △ 14,062
Ⅷ現金及び現金同等物の期末残高 103,949 148,519 △ 44,569

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結キャッシュ・フロー計算書
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１．連結の範囲に関する事項

当期中に減少した 8社、持分法適用関連会社からの異動により増加した 1社を含め子会社 39 社を連結しています。

２．持分法の適用に関する事項

当期中に減少した 2社を含め関連会社 11 社について持分法を適用しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

子会社のうち、3社の決算日は 12 月 31 日です。連結財務諸表の作成に当たり、1社については、連結決算日現在

で実施した本決算に準じた仮決算に基づく財務諸表を使用しています。また、2社については、子会社の決算日現在

の財務諸表を使用しています。

ただし、同決算日から連結決算日 3月 31 日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っ

ています。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

　満期保有目的の債券......償却原価法（定額法）

　その他有価証券

　　時価のあるもの............  主として決算日前一ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法

　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの............移動平均法による原価法

デリバティブ............................時価法

たな卸資産

　未成工事支出金.................個別法に基づく原価法

　販売用土地建物.................個別法に基づく原価法（但し、自社造成の宅地は団地別総平均法に基づく原価法）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産............................  主として定率法

但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法を採用

無形固定資産............................定額法

（３）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 .................................  営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

賞与引当金 .................................  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上

完成工事補償引当金............  当社製品の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完成工事に係る補 

償費の実績を基準にして計上

退職給付引当金 ......................  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上

連結財務諸表作成の基本となる重要な事項
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なお、会計基準変更時差異（43,221 百万円）については、退職給付信託を 14,732

百万円設定し、残額の 28,488 百万円を 3年による按分額で費用処理

数理計算上の差異は発生の期に一括処理

（追加情報）

当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成 14 年 10 月 28 日付で厚生労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けました。

当社及び一部の連結子会社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47 － 2 項に定める経過措置を

適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金

資産を消滅したものとみなして処理しています。

本処理に伴う影響額は、特別利益として 8,574 百万円計上されています。なお、

当期末における返還相当額は、38,040 百万円です。

また、当社は平成 14 年 4 月 1 日付をもって、退職一時金規程を抜本的に見直し、

能力主義・成果主義に力点を置いたポイント制退職金制度に改定しました。

これに伴い発生した過去勤務債務△ 6,736 百万円（債務の減少）を特別利益に計

上しました。

このような退職金・年金制度の見直しを契機に、退職給付債務に関する当期発

生の数理計算上の差異（15,846 百万円）、これまで発生の翌期から一定の年数（主

として 10 年）による定額法により按分した額を費用処理していた過年度の数理計

算上の差異（34,040 百万円）及び退職給付債務等の計算の基礎となる割引率を 3.5％

から 2.5％に変更することにより発生した数理計算上の差異（31,733 百万円）を当

期に一括処理し、これらを特別損失に計上しました。

（会計処理方法の変更）

日本経済の低迷が続く中、株価の下落による年金資産の運用成績の悪化と退職

給付債務等の計算の基礎となる割引率を 3.5％から 2.5％に変更すること等により、

当期末現在において、未認識数理計算上の差異の残高が 81,621 百万円と、退職給

付債務残高 199,596 百万円に対し 41％までも占めるに至りました。

かかる状況下で、未認識数理計算上の差異について、従来どおり従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主として 10 年）による定額法で費用処理するこ

とは、当該未認識数理計算上の差異を将来の相当期間にわたって繰り延べて分割

認識することになり、結果として財政上の健全性を著しく損なうこととなります。

このため、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 10 月 28 日付で厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けたこと、それに伴う新たな年金制度へ

の移行、退職金及び年金制度の大幅な改定並びに株式組入れ率の大幅引き下げ等の

年金資産運用方針の抜本的な見直し等を実施したことに伴い、会社の退職給付制度

の状況を適時・適切に財務諸表に反映させ、もって財務の健全化を図るため、従来

の「発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 10 年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理」する方法から、



53

会計処理方法を変更して未認識数理計算上の差異を含むすべての退職給付関連の

差異を「発生の期に一括処理」する方法に変更しました。

この変更に伴い、当期発生の数理計算上の差異（15,846 百万円）、これまで発生

の翌期から一定の年数（主として 10 年）による定額法により按分した額を費用処

理していた過年度の数理計算上の差異（34,040 百万円）、及び退職給付債務等の計算

の基礎となる割引率を 3.5％から 2.5％に変更することにより発生した数理計算上の

差異（31,733 百万円）を当期に一括処理し、これらを特別損失に計上しました。

この変更による税金等調整前当期純損失への影響額は 81,621 百万円の増加とな

ります。

なお、当該会計処理方法の変更が当下半期に行われたのは、厚生年金基金の代

行返上の認可等が当下半期に行われたことによるものです。従って、当中間期は

従来の方法によっており、変更を行った場合に比べ、当中間期の税金等調整前中

間純利益は 49,020 百万円多く計上されています。

（４）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理……税抜方式

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しています。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

原則として発生日以降 5年間で均等して償却していますが、金額に重要性がないものについては発生した期に一

括して償却しています。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、当期中に確定した利益処分に基づいて作成しています。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっています。
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（連結貸借対照表関係）

 （　当　期　） （　前　期　）

１．有形固定資産の減価償却累計額 332,606 百万円 244,054 百万円

 （　当　期　） （　前　期　）

２．保証債務 （80,033 百万円） （107,925 百万円）

子会社の入居預り金に対する保証債務 59 百万円 201 百万円

関連会社のための保証債務 1,877 百万円 1,963 百万円

住宅ローン等利用者のための保証債務 77,870 百万円 105,610 百万円

従業員の持家のための保証債務 32 百万円 36 百万円

従業員の金融機関からの借入に対する

保証債務 194 百万円 113 百万円

３．受取手形裏書譲渡高 1,483 百万円 1,303 百万円

（連結損益計算書関係）

１．その他営業外費用の主な内訳

 （　当　期　） （　前　期　）

退職給付数理差異償却 4,925 百万円 3,361 百万円

２．特別利益・特別損失の主な内訳

 （　当　期　） （　前　期　）

　　（１）特別利益

固定資産売却益 224 百万円 140 百万円

投資有価証券売却益 190 百万円 8 百万円

過去勤務債務償却益 6,736 百万円 1,583 百万円

厚生年金基金代行部分返上益 8,574 百万円 ―百万円

注　記
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 （　当　期　） （　前　期　）

　　（２）特別損失

固定資産除売却損 3,712 百万円 1,734 百万円

固定資産臨時償却 75,183 百万円 ―百万円

退職給付会計基準変更時差異償却 8,779 百万円 9,472 百万円

退職給付未認識数理差異一括償却 49,887 百万円 ―百万円

退職給付債務割引率変更数理差異

一括償却 31,733 百万円 ―百万円

販売用土地建物評価損 22,900 百万円 5,994 百万円

関係会社整理損 2,144 百万円 ―百万円

関係会社貸倒引当金繰入額 785 百万円 ―百万円

投資有価証券評価損 9,773 百万円 16,956 百万円

投資有価証券売却損 67 百万円 215 百万円

長期貸付金貸倒損失 4,082 百万円 ―百万円

長期貸付金貸倒引当金繰入額 3,338 百万円 ―百万円

ゴルフ会員権評価損 146 百万円 410 百万円

ゴルフ会員権売却損 78 百万円 169 百万円

役員退職慰労金 120 百万円 642 百万円

合併関連費用 ―百万円 1,233 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （　当　期　） （　前　期　）

現金預金勘定 104,083 百万円 150,118 百万円

預入期間が 3ヶ月を超える定期預金 △ 133 百万円 △ 1,598 百万円

現金及び現金同等物 103,949 百万円 148,519 百万円

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに日本住宅流通株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式

の取得価額と取得による収入（純額）との関係は次の通りです。

 （　当　期　）

流動資産 3,620 百万円

固定資産 5,642 百万円

連結調整勘定 98 百万円

流動負債 △ 2,418 百万円

固定負債 △ 4,843 百万円

少数株主持分 △ 972 百万円

期首当社持分 △ 1,093 百万円

新規連結子会社株式の取得価額 31 百万円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 △ 1,520 百万円

差引：新規連結子会社取得による収入 1,488 百万円
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１．事業の種類別セグメント情報

当期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） （単位：百万円）

住 宅 事 業
商 業 建 築
事 業

観 光 事 業
ホ ー ム
セ ン タ ー
事 業

そ の 他
事 業

計
消 去
又 は 全 社

連 結

I. 売上高及び営業損益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高
(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

789,324 245,999 51,903 51,219 46,097 1,184,543 ― 1,184,543

2,656 2,014 ― 940 51,019 56,630 (56,630) ―

計 791,980 248,013 51,903 52,159 97,116 1,241,173 (56,630) 1,184,543

営業費用 752,845 230,382 55,872 51,854 94,543 1,185,498 (46,226) 1,139,271

営業利益 39,134 17,631 △ 3,968 305 2,573 55,675 (10,403) 45,271
Ⅱ．資産、減価償却費及び
資本的支出
資 産 394,119 211,168 98,803 35,196 78,976 818,262 276,178 1,094,441
減 価 償 却 費 5,287 2,604 6,333 591 4,774 19,592 1,793 21,386

資 本 的 支 出 6,983 8,114 2,164 2,317 3,777 23,357 1,354 24,711

前期（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日） （単位：百万円）

住 宅 事 業
商 業 建 築
事 業

観 光 事 業
ホ ー ム
セ ン タ ー
事 業

そ の 他
事 業

計
消 去
又 は 全 社

連 結

I. 売上高及び営業損益
売上高
(1) 外部顧客に対する売上高
(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高

805,021 257,733 48,499 44,348 42,322 1,197,924 ― 1,197,924

980 3,051 ― 1,114 46,906 52,052 (52,052) ―

計 806,002 260,784 48,499 45,462 89,228 1,249,977 (52,052) 1,197,924

営業費用 763,069 242,433 52,854 45,161 86,708 1,190,227 (38,334) 1,151,893

営業利益 42,932 18,350 △ 4,355 301 2,520 59,750 (13,718) 46,031
Ⅱ．資産、減価償却費及び
資本的支出
資 産 436,521 192,100 152,279 30,727 85,251 896,881 290,245 1,187,127
減 価 償 却 費 5,378 2,122 6,609 538 4,442 19,091 1,791 20,882

資 本 的 支 出 20,753 11,934 2,514 1,841 3,996 41,039 23,392 64,432

（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

2. 事業区分の方法

事業区分の方法は、現に採用している売上集計区分をベースに住宅事業、商業建築事業、観光事業、ホームセ

ンター事業及びその他事業にセグメンテーションしています。

3. 各事業区分に属する主要な内容

①住 宅 事 業 戸建住宅、集合住宅（寮、社宅、アパート等）、マンション等の建築請負、分譲及び賃貸、
宅地の分譲、不動産の仲介斡旋、アパートの賃貸、管理、マンションの管理

②商 業 建 築 事 業 各種流通センター、店舗、事務所、工場等の建築請負及び賃貸、管理、事業用地の分譲
③観 光 事 業 リゾートホテル、ゴルフ場事業
④ホームセンター事業 ホームセンター事業
⑤そ の 他 事 業 建築部材製造・販売事業、物流事業、都市型ホテル事業、その他

セグメント情報
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4. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当期 10,403 百万円 ､前期 13,718 百万

円であり、その主なものは企業イメージ広告に要した費用及び当社本社の総務部門等管理部門に係る費用です。

5. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当期 278,588 百万円、前期 278,537 百万円であり、

その主なものは、当社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等

です。

２．所在地別セグメント情報

当期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも 90%を超え

ているため、記載を省略しました。

前期（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも 90%を超え

ているため、記載を省略しました。

３．海外売上高

当期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

　海外売上高が、連結売上高の 10%未満であるため記載を省略しました。

前期（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）

　海外売上高が、連結売上高の 10%未満であるため記載を省略しました。
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１．所有権移転外ファイナンス・リース

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（ 当 期 ）   

取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高
相 当 額 相 当 額 相 当 額

建 物 ・ 構 築 物 10,006 百万円 4,193 百万円 5,813 百万円
機 械 装 置・ 運 搬 具 1,306 百万円 479 百万円 827 百万円
工 具 器 具・ 備 品 9,311 百万円 4,874 百万円 4,436 百万円
合 　 　 計 20,624 百万円 9,546 百万円 11,077 百万円

（ 前 期 ）   

取 得 価 額 減価償却累計額 期 末 残 高
相 当 額 相 当 額 相 当 額

建 物 ・ 構 築 物 8,740 百万円 2,394 百万円 6,345 百万円
機 械 装 置・ 運 搬 具 895 百万円 444 百万円 450 百万円
工 具 器 具・ 備 品 10,109 百万円 5,639 百万円 4,470 百万円
合 　 　 計 19,745 百万円 8,478 百万円 11,266 百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額

（ 当 期 ） （ 前 期 ）
１ 年 内 4,561 百万円 4,255 百万円
１ 年 超 6,516 百万円 7,011 百万円
合 　 計 11,077 百万円 11,266 百万円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リー

ス料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法によっています。

（３）当期支払リース料

（ 当 期 ） （ 前 期 ）
支 払 リ ー ス 料 4,815 百万円 4,509 百万円
（減価償却費相当額）

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

２．オペレーティング・リース

［借手側］

未経過リース料

（ 当 期 ） （ 前 期 ）
１ 年 内 25,455 百万円 21,835 百万円
１ 年 超 313,820 百万円 252,757 百万円
合 　 計 339,275 百万円 274,592 百万円

［貸手側］

未経過リース料

（ 当 期 ） （ 前 期 ）
１ 年 内 19,289 百万円 15,099 百万円
１ 年 超 269,724 百万円 204,419 百万円

合 　 計 289,014 百万円 219,519 百万円

リース取引
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（１）流動の部 （ 当 期 ） （ 前 期 ）
繰延税金資産
販売用土地評価損 15,256 百万円 6,472 百万円
賞与引当金損金算入限度超過額 3,403 百万円 2,642 百万円
未払事業税 769 百万円 239 百万円
その他 2,676 百万円 1,529 百万円
合　　　計 22,105 百万円 10,884 百万円

（２）固定の部
繰延税金資産
退職給付引当金損金算入限度超過額 55,498 百万円 20,878 百万円
固定資産未実現利益 7,503 百万円 7,224 百万円
固定資産臨時償却 30,298 百万円 －百万円
その他 9,702 百万円 3,605 百万円
資産合計 103,003 百万円 31,708 百万円

繰延税金負債
圧縮記帳積立金 △ 2,038 百万円 △ 2,058 百万円
その他有価証券評価差額金 △ 722 百万円 △ 1,118 百万円
その他 △ 118 百万円 △ 86 百万円
負債合計 △ 2,880 百万円 △ 3,263 百万円

繰延税金資産純額 100,122 百万円 28,444 百万円

土地再評価に係る繰延税金資産 41,211 百万円 43,134 百万円

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

（ 当 期 ） （ 前 期 ）
法定実効税率 42.0% 42.0%
　（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 △ 0.6% 9.2%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.0% △ 0.2%
住民税均等割 △ 0.3% 5.4%
持分法投資損益 0.1% △ 4.6%
関係会社株式等評価損 0.4% △ 0.7%
過去固定資産未実現利益税率差異等 △ 0.0% 0.3%
繰延税金資産に対する評価性引当額減少 1.2% △ 11.8%
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △ 2.0% ―%
その他 0.2% △ 0.6%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0% 39.0%

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正

地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 9号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、当期の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成 16 年 4 月 1 日以降解消がみこまれるものに限る。）に使用した法定

実効税率は、前期 42.0％から当期 40.6％に変更されました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除

した金額）が 3,145 百万円、土地再評価に係る繰延税金資産が 1,417 百万円、それぞれ減少し、当期に計上された法人税

等調整額が 3,170 百万円、その他有価証券評価差額金（貸方）が 18 百万円、土地再評価差額金（借方）が 1,417 百万円、

それぞれ増加しています。

税効果会計
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当期（平成 15 年 3 月 31 日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）

国債・地方債等 189 百万円 189 百万円 0百万円

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）

国債・地方債等 74 百万円 74 百万円 △ 0百万円

合　　　計 264 百万円 264 百万円 0百万円

２．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表計上額 差　額

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株　　　式 4,808 百万円 7,704 百万円 2,895 百万円

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株　　　式 13,287 百万円 12,168 百万円 △ 1,118 百万円

合　　　計 18,095 百万円 19,872 百万円 1,776 百万円

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式

（店頭売買株式を除く） 5,853 百万円

合　　　計 5,853 百万円

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

1年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超

債 　 券

国債・地方債等 202 百万円 63 百万円 ―百万円 ―百万円

社 　 　 　 債 ―百万円 ―百万円 200 百万円 ―百万円

合 　 　 　 計 202 百万円 63 百万円 200 百万円 ―百万円

有価証券
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前期（平成 14 年 3 月 31 日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）

国債・地方債等 233 百万円 234 百万円 1百万円

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）

国債・地方債等 29 百万円 29 百万円 △ 0百万円

合　　　計 263 百万円 264 百万円 1百万円

２．その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表計上額 差　　額

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株　　　式 7,468 百万円 12,718 百万円 5,249 百万円

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株　　　式 18,799 百万円 16,143 百万円 △ 2,655 百万円

合　　　計 26,268 百万円 28,861 百万円 2,593 百万円

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式

（店頭売買株式を除く） 4,455 百万円

非上場外国債券 2,000 百万円

合　　　計 6,455 百万円

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

1年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超

債 　 　 　 券

国債・地方債等 180 百万円 85 百万円 ―百万円 ―百万円

社 　 　 　 債 ―百万円 ―百万円 2,000 百万円 ―百万円

合 　 　 　 計 180 百万円 85 百万円 2,000 百万円 ―百万円

デリバティブ取引
該当事項はありません。
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１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けています。当社

及び国内連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 10 月 28 日付

で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

また、当社では、平成 14 年 4 月 1 日付をもって退職一時金規程を抜本的に見直し、能力主義・成果主義に力点を置い

たポイント制退職金制度に改定しました。なお、従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。

その他、当社においては退職給付信託を設定しています。

２．退職給付債務に関する事項

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）退職給付債務 △ 199,596 百万円 △ 228,306 百万円

（２）年金資産 61,022 百万円 110,284 百万円

（３）退職給付信託 2,162 百万円 5,526 百万円

（４）未積立退職給付債務 △ 136,412 百万円 △ 112,495 百万円

（５）会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円 9,473 百万円

（６）未認識数理計算上の差異 ―百万円 51,863 百万円

（７）連結貸借対照表計上額純額 △ 136,412 百万円 △ 51,157 百万円

（８）前払年金費用 67 百万円 66 百万円

（９）退職給付引当金 △ 136,479 百万円 △ 51,223 百万円

（　当　期　）

（注） 1.  当社及び一部の連結子会社は「退職給付会計

に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47-2 項

に定める経過措置を適用し、厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けた日において

代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年

金資産を消滅したものとみなして処理していま

す。なお、当期末における返還相当額は、38,040

百万円です。

 2.  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しています。

（　前　期　）

（注） 1.  厚生年金基金の代行部分を含めて記載してい

ます。

 2.  一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しています。

退職給付
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３．退職給付費用に関する事項

（ 当 期 ） （ 前 期 ）

（１）勤務費用 10,845 百万円 11,967 百万円

（２）利息費用 7,181 百万円 7,535 百万円

（３）期待運用収益 △ 3,180 百万円 △ 4,219 百万円

（４）会計基準変更時差異の費用処理額 8,779 百万円 9,472 百万円

（５）数理計算上の差異の費用処理額 86,546 百万円 3,361 百万円

（６）過去勤務債務の処理額 △ 6,736 百万円 △ 1,583 百万円

（７）退職給付費用 103,435 百万円 26,533 百万円

（８）厚生年金基金代行部分返上益 △ 8,574 百万円 ― 百万円

　　　　　　　　　計 94,861 百万円 26,533 百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（　当　期　） （　前　期　）

（１）退職給付見込額の期間配分方法 厚生年金基金制度については、期
間定額基準。退職一時金制度につ
いては、親会社はポイント基準、
連結子会社は期間定額基準。

期間定額基準

（２）割引率 2.5％ 3.5％

（３）期待運用収益率 3.5％ 3.5％

（４）数理計算上の差異の処理年数 1年（発生の期に一括処理してい
ます。）

主として 10年（発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、翌期から
費用処理することとしています。）

（５）会計基準変更時差異の処理年数 3年 同左

（　当　期　）

（注）1.  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除して

います。

2.  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「（1）勤務費用」に計上しています。

（　前　期　）

（注）1.  厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除して

います。

2.  平成 12 年 3 月の厚生年金保険法の改正に伴い、

当期において当社及び一部の連結子会社の厚

生年金基金の代行部分に係る支給開始年齢の引

き上げについての規約改正を行ったことにより

△ 5,964 百万円（債務の減額）及び、適格退職

年金制度から厚生年金基金制度及び退職一時金

制度へ移行したことにより 4,381 百万円（債務

の増額）の過去勤務債務が発生し、その差額を

特別利益に計上しています。

3.  簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「（1）勤務費用」に計上しています。
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Source and photo caption
グラフ出典と写真説明

グラフ出典 
P1 内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算」
P13 財務省「法人企業統計年報」
 日本政策投資銀行「産業別財務データハンドブック」
P14 国土交通省「建築着工統計調査」
P15 国土交通省住宅局住宅政策課「住宅経済データ集2002年度版」
P28～30 国土交通省「建築着工統計調査」
P30 総務省統計局「住宅・土地統計調査」
P33 国土交通省「建築着工統計調査」 「建設投資見通し」
 財務省「法人企業統計年報」
P37 （株）日本ホームセンター研究所「ホームセンター名鑑」
P41 気象庁「気象白書」

写真説明（写真が複数あるページは、左または上より順に）
P24  アイ–ウィッシュ トレビュー’03／ロックショッピングタウン上板／南淡路ロイヤルホテル／ロイヤルホームセンター吹田／

大和物流 構内物流業務
P26 D001 ER
P27  ユトリエアバンセ／セジュール ウィルモア／ディーレスティア香里ヶ丘／アイ–ウィッシュ トレビュー’01／

アイ–ウィッシュ トレビュー’03 ／ D001 ER ／セジュール ウィルコート
P28 ウッドコレクション原風景／アイ–ウィッシュ トレビュー’03
P29  セジュール モナリエ／パセオプラシードEX
P30 ディーグランセ浄水／エントランスホール
P31 アイ–ウィッシュ（箕面1展示場）
P32 湘南モールフィル
P33  YKK APショールーム福岡／ユニクロ／東日本ロジスティックスセンター（（株）ハピネット）／スワンガーデン安曇野／

ウェルフェア北園渡辺病院／大阪音楽大学
P34 大泉高原 八ヶ岳ロイヤルホテル
P35  霧島ロイヤルホテル チャペル「フロレスタ」／山中温泉河鹿荘ロイヤルホテル／高千穂カントリークラブ／

串本ロイヤルホテル 新和風宴会場「橋杭」／伊勢志摩カントリークラブ／別府湾ロイヤルホテル 海の上のチャペル
P36 ロイヤルホームセンター千葉北
P37  ロイヤルホームセンター千葉北（左・左から2番目）／ロイヤルホームセンター塚口／ロイヤルホームセンター藤沢／

エクステリア展示スペースとリフォーム館／ロイヤルホームセンター千葉北
P38  岡山物流センター／大和物流／　オリジナルカーテン／ダイワラクダ工業／　やまとの湯わらび店／やまとの湯
P40 風力発電施設／沖縄残波岬ロイヤルホテル
P41  総合技術研究所／振動台耐震試験（振動中）／熱環境実験室／構造実験室
P44 D001／岡山ネオポリス
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和文アニュアルレポートについて：
当レポートの記載金額は､百万円未満を切り捨てて表示しています。
グラフ中の年表示は､特に注記のない限り､各年3月期を表します。

将来予測記述に関する特記：
このアニュアルレポートの記載内容のうち､将来の業績に関する計画･予測･戦略などは､
経営者が現在入手しうる情報に基づいたものであり､未知のリスクや不確実な要素を含んでいます。

セグメント別売上高：
このアニュアルレポートで用いたセグメント別の売上高は､外部顧客に対する売上高に
セグメント間の内部売上高または振替高を加算したものです。また､各セグメント別の売上高比率は､
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06・6342・1591
大和ハウス工業株式会社
連結経営管理部　アニュアルレポート編集ルーム
大阪市北区梅田3-3-5　〒530-8241

2003 Annual Report Feedback form

「2003アニュアルレポート日本語版」
大和ハウスグループ

経営情報のグローバル化の時代、かねてより要望のございました日本語版アニュアルレポートを、

今回初めて発行させて頂きました。 つきましては、今後の編集方針の参考とさせて頂くため、本書を

ご覧になった感想をお伺いしたくぜひアンケートにご協力をお願い申し上げます。

1）「2003アニュアルレポート日本語版」の全体的な印象（イメージ）はいかがですか。

ご協力下さいましてありがとうございました。

お手数ではございますが、FAX（又は郵送）をお願い申し上げます。

大和ハウス工業株式会社　連結経営管理部

アニュアルレポート編集ルーム行き

● 業績・財務ハイライト

● 株式情報

● 株主のみなさまへ

● トップメッセージ

● 財務担当責任者からの報告

● コーポレートガバナンス

● 私たちの事業領域

● 環境への取り組み

● 研究・開発について

● グループネットワーク

3）今後の日本語版の発行について

（昨年度の海外評価／CFO Asia （香港）「アジアのベストアニュアルレポート賞」12位、Enterprise.com （ベルギー）「インテリムレポート トップ50」25位）

2）内容についてはいかがでしょうか。

4）来年度以降の日本語版について、ご希望・ご意見などがございましたらお聞かせ下さい。

わかりやすい

大和ハウスグループは毎年、海外の投資家を対象とした英文アニュアルレポートを発行しております。

ご感想をお聞かせ下さい。

FAX POST
郵送の場合は右記にて承ります。

ふつう

わかりやすさ
わかりにくい 役に立つ どちらでもない

投資家情報として
役に立たない

とても良い 良い ふつう 悪い

今後も継続してほしい 英文のみでよい

サイズ（270×205）




